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○行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第45号                                         

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。                

  令和８年10月16日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則                      

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則（平成28年栃木県規則第48号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            

 この規則は、公布の日から施行する。                                

                                    （行政改革ＩＣＴ推進課）  

 

改   正   後 改   正   前 

（条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第３条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務

は、次の各号に掲げる事務とし、同項右欄(1)及

び(2)の規則で定める情報は、当該各号に掲げる

事務の区分に応じ当該各号に定める情報とする。 

 (1)a生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条

第１項の保護の実施に関する事務 次に掲げる

情報ごとに、次に定める情報 

  ア 条例別表第２の１の項右欄(1)の規則で定

める情報 生活保護法第６条第２項の要保護

者又は同条第１項の被保護者であった者（以

下「要保護者等」という。）に係る奨学のた

めの給付金（高等学校等（高等学校等就学支

援金の支給に関する法律（平成22年法律第18

号）第２条に規定する高等学校等をいう。以

下同じ。）（特別支援学校の高等部を除

く。）に在学する生徒又は学生の保護者等

（学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条

に規定する保護者その他の当該生徒又は学生

の就学に要する経費を負担すべき者をいう。

第７項第２号において同じ。）に対する奨学

のための給付金をいう。以下同じ。）の支給

に関する情報 

イ 略 

 (2)～(6) 略 

２～７ 略 

（条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第３条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務

は、次の各号に掲げる事務とし、同項右欄(1)及

び(2)の規則で定める情報は、当該各号に掲げる

事務の区分に応じ当該各号に定める情報とする。 

 (1)a生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条

第１項の保護の実施に関する事務 次に掲げる

情報ごとに、次に定める情報 

ア 条例別表第２の１の項右欄(1)の規則で定

める情報 生活保護法第６条第２項の要保護

者又は同条第１項の被保護者であった者（以

下「要保護者等」という。）に係る奨学のた

めの給付金（高等学校等（高等学校等就学支

援金の支給に関する法律（平成22年法律第18

号）第２条に規定する高等学校等をいう。以

下同じ。）（特別支援学校の高等部を除

く。）に在学する生徒又は学生の保護者等

（同法第３条第２項第３号         

に規定する保護者等            

                をいう。

第７項第２号において同じ。）に対する奨学

のための給付金をいう。以下同じ。）の支給

に関する情報 

イ 略 

(2)～(6) 略 

２～７ 略 
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○行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則の一部改正 

 

栃木県規則第45号                                         

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。                

  令和８年10月16日                                     

                              栃木県知事  福  田  富  一   

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び

特定個人情報の提供に関する条例施行規則の一部を改正する規則                      

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例施行規則（平成28年栃木県規則第48号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

   附 則                                            

 この規則は、公布の日から施行する。                                

                                    （行政改革ＩＣＴ推進課）  

 

改   正   後 改   正   前 

（条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第３条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務

は、次の各号に掲げる事務とし、同項右欄(1)及

び(2)の規則で定める情報は、当該各号に掲げる

事務の区分に応じ当該各号に定める情報とする。 

 (1)a生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条

第１項の保護の実施に関する事務 次に掲げる

情報ごとに、次に定める情報 

  ア 条例別表第２の１の項右欄(1)の規則で定

める情報 生活保護法第６条第２項の要保護

者又は同条第１項の被保護者であった者（以

下「要保護者等」という。）に係る奨学のた

めの給付金（高等学校等（高等学校等就学支

援金の支給に関する法律（平成22年法律第18

号）第２条に規定する高等学校等をいう。以

下同じ。）（特別支援学校の高等部を除

く。）に在学する生徒又は学生の保護者等

（学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条

に規定する保護者その他の当該生徒又は学生

の就学に要する経費を負担すべき者をいう。

第７項第２号において同じ。）に対する奨学

のための給付金をいう。以下同じ。）の支給

に関する情報 

イ 略 

 (2)～(6) 略 

２～７ 略 

（条例別表第２の規則で定める事務及び情報） 

第３条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務

は、次の各号に掲げる事務とし、同項右欄(1)及

び(2)の規則で定める情報は、当該各号に掲げる

事務の区分に応じ当該各号に定める情報とする。 

 (1)a生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条

第１項の保護の実施に関する事務 次に掲げる

情報ごとに、次に定める情報 

ア 条例別表第２の１の項右欄(1)の規則で定

める情報 生活保護法第６条第２項の要保護

者又は同条第１項の被保護者であった者（以

下「要保護者等」という。）に係る奨学のた

めの給付金（高等学校等（高等学校等就学支

援金の支給に関する法律（平成22年法律第18

号）第２条に規定する高等学校等をいう。以

下同じ。）（特別支援学校の高等部を除

く。）に在学する生徒又は学生の保護者等

（同法第３条第２項第３号         

に規定する保護者等            

                をいう。

第７項第２号において同じ。）に対する奨学

のための給付金をいう。以下同じ。）の支給

に関する情報 

イ 略 

(2)～(6) 略 

２～７ 略 
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○栃木県立衛生福祉大学校規則の一部改正 
 
栃木県規則第46号 
 栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
  令和８年10月16日 
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を改正する規則 
第１条 栃木県立衛生福祉大学校規則（昭和59年栃木県規則第15号）の一部を次のように改正する。 

          「      「 

別記様式第10号中      を      に改める。 

              」      」 

第２条 栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

  別表の１保健看護学部保健学科の部中「保健学科」を「保健専攻科」に改める。 

別記様式第１号中「｜  写真ちょう付欄  ｜」を「｜   写真貼付欄   ｜」に、「保  健  学  

科」を「保 健 専 攻 科」に、「保健学科又は」を「保健専攻科又は」に改める。 

  別記様式第10号（その１）中「保健学科」を「保健専攻科」に改め、同様式（その２）を次のように改め 

る。 

 

 

 

 

改   正   後 改   正   前 

（定員及び学級数） 

第３条 大学校の学生の定員及び学級数は、次の表

に定めるとおりとする。 

学   部 学   科 
１学年

の定員 

１学年

の学級

数 

保健看護学部 
保 健 専 攻 科 略 略 

略 

略 

 

（進級及び卒業の欠格条件） 

第17条 学生（保健看護学部保健専攻科及び看護学

科に在学する者を除く。次項において同じ。）

は、学年を通じての欠席日数が年間授業日数の３

分の１を超えるとき、各学年における取得単位数

が大学校長の定める単位に満たないとき又は各学

年ごとに大学校長の定める授業科目の単位を取得

していないときは、進級又は卒業することができ

ない。 

２ 略 

３ 学生（保健看護学部保健専攻科及び看護学科に

在学する者に限る。）は、欠席日数が大学校長の

定める授業日数の３分の１を超えるとき又は別表

に定める授業科目の単位を取得していないとき

は、卒業することができない。 

（定員及び学級数） 

第３条 大学校の学生の定員及び学級数は、次の表

に定めるとおりとする。 

学   部 学   科 
１学年

の定員 

１学年

の学級

数 

保健看護学部 
保 健 学 科 略 略 

略 

略 

 

（進級及び卒業の欠格条件） 

第17条 学生（保健看護学部保健学科 及び看護学

科に在学する者を除く。次項において同じ。）

は、学年を通じての欠席日数が年間授業日数の３

分の１を超えるとき、各学年における取得単位数

が大学校長の定める単位に満たないとき又は各学

年ごとに大学校長の定める授業科目の単位を取得

していないときは、進級又は卒業することができ

ない。 

２ 略 

３ 学生（保健看護学部保健学科 及び看護学科に

在学する者に限る。）は、欠席日数が大学校長の

定める授業日数の３分の１を超えるとき又は別表

に定める授業科目の単位を取得していないとき

は、卒業することができない。 

  

割
印
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○栃木県立衛生福祉大学校規則の一部改正 
 
栃木県規則第46号 
 栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
  令和８年10月16日 
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を改正する規則 
第１条 栃木県立衛生福祉大学校規則（昭和59年栃木県規則第15号）の一部を次のように改正する。 

          「      「 

別記様式第10号中      を      に改める。 

              」      」 

第２条 栃木県立衛生福祉大学校規則の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。  

  別表の１保健看護学部保健学科の部中「保健学科」を「保健専攻科」に改める。 

別記様式第１号中「｜  写真ちょう付欄  ｜」を「｜   写真貼付欄   ｜」に、「保  健  学  

科」を「保 健 専 攻 科」に、「保健学科又は」を「保健専攻科又は」に改める。 

  別記様式第10号（その１）中「保健学科」を「保健専攻科」に改め、同様式（その２）を次のように改め 

る。 

 

 

 

 

改   正   後 改   正   前 

（定員及び学級数） 

第３条 大学校の学生の定員及び学級数は、次の表

に定めるとおりとする。 

学   部 学   科 
１学年

の定員 

１学年

の学級

数 

保健看護学部 
保 健 専 攻 科 略 略 

略 

略 

 

（進級及び卒業の欠格条件） 

第17条 学生（保健看護学部保健専攻科及び看護学

科に在学する者を除く。次項において同じ。）

は、学年を通じての欠席日数が年間授業日数の３

分の１を超えるとき、各学年における取得単位数

が大学校長の定める単位に満たないとき又は各学

年ごとに大学校長の定める授業科目の単位を取得

していないときは、進級又は卒業することができ

ない。 

２ 略 

３ 学生（保健看護学部保健専攻科及び看護学科に

在学する者に限る。）は、欠席日数が大学校長の

定める授業日数の３分の１を超えるとき又は別表

に定める授業科目の単位を取得していないとき

は、卒業することができない。 

（定員及び学級数） 

第３条 大学校の学生の定員及び学級数は、次の表

に定めるとおりとする。 

学   部 学   科 
１学年

の定員 

１学年

の学級

数 

保健看護学部 
保 健 学 科 略 略 

略 

略 

 

（進級及び卒業の欠格条件） 

第17条 学生（保健看護学部保健学科 及び看護学

科に在学する者を除く。次項において同じ。）

は、学年を通じての欠席日数が年間授業日数の３

分の１を超えるとき、各学年における取得単位数

が大学校長の定める単位に満たないとき又は各学

年ごとに大学校長の定める授業科目の単位を取得

していないときは、進級又は卒業することができ

ない。 

２ 略 

３ 学生（保健看護学部保健学科 及び看護学科に

在学する者に限る。）は、欠席日数が大学校長の

定める授業日数の３分の１を超えるとき又は別表

に定める授業科目の単位を取得していないとき

は、卒業することができない。 
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附 則                                            
１ この規則は、令和９年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は公布の日から施行する。 
２ 第２条の規定による改正後の栃木県立衛生福祉大学校規則第３条、第17条、別表及び別記様式第10号の規

定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に栃木県立衛生福祉大学校（以下「大学校」と

いう。）の保健看護学部保健専攻科に入学する者について適用し、施行日前に大学校の保健看護学部保健学

科に入学した者については、なお従前の例による。 
（保健福祉課） 

 

（その２）保健看護学部（保健専攻科に限る。）用 
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備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ３とする。 
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○栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第14号 

栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
令和８年10月16日 

                        栃木県教育委員会教育長  中  村  千  浩   
栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則                       

栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和35年栃木県教育委員会規則第１号）の一部を

次のように改正する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

附 則                                            
この規則は、公布の日から施行し、改正後の栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の規定

は、令和８年４月１日から適用する。 
（教育政策課）  

改   正   後 改   正   前 

（災害応急作業等手当） 

第４条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会と

協議して教育委員会が定める災害に係る作業に従

事した場合にあっては、1,440円）とする。 

あ(1)ｱ前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

アあ巡回監視あ950円 

ああイあ応急作業等あ1,440円 

(2)ｱ前項第２号の作業あ1,440円 

(3)ｱ前項第３号の作業あ950円 

(4)ｱ前項第４号の作業あ1,440円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会と協議して教育委員会が定める額 

３ 略 

（災害応急作業等手当） 

第４条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会と

協議して教育委員会が定める災害に係る作業に従

事した場合にあっては、1,080円）とする。 

あ(1)ｱ前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

アあ巡回監視あ710円 

ああイあ応急作業等あ1,080円 

(2)ｱ前項第２号の作業あ1,080円 

(3)ｱ前項第３号の作業あ710円 

(4)ｱ前項第４号の作業あ1,080円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会と協議して教育委員会が定める額 

３ 略 



（4） 号外第53号令和８（2026）年10月16日　金曜日 栃 木 県 公 報

人 事 委 員 会
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○栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正 
 
栃木県教育委員会規則第14号 

栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
令和８年10月16日 

                        栃木県教育委員会教育長  中  村  千  浩   
栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則                       

栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和35年栃木県教育委員会規則第１号）の一部を

次のように改正する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

附 則                                            
この規則は、公布の日から施行し、改正後の栃木県公立学校職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の規定

は、令和８年４月１日から適用する。 
（教育政策課）  

改   正   後 改   正   前 

（災害応急作業等手当） 

第４条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会と

協議して教育委員会が定める災害に係る作業に従

事した場合にあっては、1,440円）とする。 

あ(1)ｱ前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

アあ巡回監視あ950円 

ああイあ応急作業等あ1,440円 

(2)ｱ前項第２号の作業あ1,440円 

(3)ｱ前項第３号の作業あ950円 

(4)ｱ前項第４号の作業あ1,440円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会と協議して教育委員会が定める額 

３ 略 

（災害応急作業等手当） 

第４条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会と

協議して教育委員会が定める災害に係る作業に従

事した場合にあっては、1,080円）とする。 

あ(1)ｱ前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

アあ巡回監視あ710円 

ああイあ応急作業等あ1,080円 

(2)ｱ前項第２号の作業あ1,080円 

(3)ｱ前項第３号の作業あ710円 

(4)ｱ前項第４号の作業あ1,080円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会と協議して教育委員会が定める額 

３ 略 
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○職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正 
 
栃木県人事委員会規則第23号                                    
職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。           
令和８年10月16日                                     

                        栃木県人事委員会委員長  茂  呂  和  巳 
職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則                   

職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和27年栃木県人事委員会規則第17号）の一部を次のように改正

する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

 （警察職員の特殊勤務手当） 

第７条 警察職員の特殊勤務手当は、次の各号に掲

げる作業又は業務に従事する者に支給するものと

し、その手当の額は当該各号に定める額とする。 

 (1)～(10)a略 

(11) 異常な自然現象若しくは大規模な事故によ

り重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお

いて行う次に掲げる作業 １日につき 1,120

円（大規模な災害として人事委員会が認める災

害に係る作業に従事した場合にあっては、

1,440円） 

ア～ウ 略 

 (12)～(25) 略 

２ 略 

 

（警察職員の特殊勤務手当の特例） 

第７条の２ 東日本大震災（平成23年３月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子

力発電所の事故による災害をいう。）に対処する

ため警察職員が前条第１項第11号に掲げる作業に

引き続き５日以上従事した場合における当該作業

に係る警察職員の特殊勤務手当の額は、同号の規

定にかかわらず、同号の規定による額に1,120円

（大規模な災害として人事委員会が認める災害に

係る作業に従事した場合にあっては、1,440円）

を加算した額とする。 

 

（災害応急作業等に従事する職員の特殊勤務手

当） 

第25条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会が

認める災害に係る作業に従事した場合にあって

は、1,440円）とする。 

(1)a前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

ア 巡回監視 950円 

（警察職員の特殊勤務手当） 

第７条 警察職員の特殊勤務手当は、次の各号に掲

げる作業又は業務に従事する者に支給するものと

し、その手当の額は当該各号に定める額とする。 

 (1)～(10)a略 

(11) 異常な自然現象若しくは大規模な事故によ

り重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお

いて行う次に掲げる作業 １日につき 840円

00（大規模な災害として人事委員会が認める災

害に係る作業に従事した場合にあっては、

1,080円） 

ア～ウ 略 

 (12)～(25) 略 

２ 略 

 

（警察職員の特殊勤務手当の特例） 

第７条の２ 東日本大震災（平成23年３月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子

力発電所の事故による災害をいう。）に対処する

ため警察職員が前条第１項第11号に掲げる作業に

引き続き５日以上従事した場合における当該作業

に係る警察職員の特殊勤務手当の額は、同号の規

定にかかわらず、同号の規定による額に840円00

（大規模な災害として人事委員会が認める災害に

係る作業に従事した場合にあっては、1,080円）

を加算した額とする。 

 

（災害応急作業等に従事する職員の特殊勤務手

当） 

第25条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会が

認める災害に係る作業に従事した場合にあって

は、1,080円）とする。 

(1)a前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

ア 巡回監視 710円 
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○職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部改正 
 
栃木県人事委員会規則第23号                                    
職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。           
令和８年10月16日                                     

                        栃木県人事委員会委員長  茂  呂  和  巳 
職員の特殊勤務手当の支給に関する規則の一部を改正する規則                   

職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（昭和27年栃木県人事委員会規則第17号）の一部を次のように改正

する。       

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。     

改   正   後 改   正   前 

 （警察職員の特殊勤務手当） 

第７条 警察職員の特殊勤務手当は、次の各号に掲

げる作業又は業務に従事する者に支給するものと

し、その手当の額は当該各号に定める額とする。 

 (1)～(10)a略 

(11) 異常な自然現象若しくは大規模な事故によ

り重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお

いて行う次に掲げる作業 １日につき 1,120

円（大規模な災害として人事委員会が認める災

害に係る作業に従事した場合にあっては、

1,440円） 

ア～ウ 略 

 (12)～(25) 略 

２ 略 

 

（警察職員の特殊勤務手当の特例） 

第７条の２ 東日本大震災（平成23年３月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子

力発電所の事故による災害をいう。）に対処する

ため警察職員が前条第１項第11号に掲げる作業に

引き続き５日以上従事した場合における当該作業

に係る警察職員の特殊勤務手当の額は、同号の規

定にかかわらず、同号の規定による額に1,120円

（大規模な災害として人事委員会が認める災害に

係る作業に従事した場合にあっては、1,440円）

を加算した額とする。 

 

（災害応急作業等に従事する職員の特殊勤務手

当） 

第25条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会が

認める災害に係る作業に従事した場合にあって

は、1,440円）とする。 

(1)a前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

ア 巡回監視 950円 

（警察職員の特殊勤務手当） 

第７条 警察職員の特殊勤務手当は、次の各号に掲

げる作業又は業務に従事する者に支給するものと

し、その手当の額は当該各号に定める額とする。 

 (1)～(10)a略 

(11) 異常な自然現象若しくは大規模な事故によ

り重大な災害が発生した箇所又はその周辺にお

いて行う次に掲げる作業 １日につき 840円

00（大規模な災害として人事委員会が認める災

害に係る作業に従事した場合にあっては、

1,080円） 

ア～ウ 略 

 (12)～(25) 略 

２ 略 

 

（警察職員の特殊勤務手当の特例） 

第７条の２ 東日本大震災（平成23年３月11日に発

生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子

力発電所の事故による災害をいう。）に対処する

ため警察職員が前条第１項第11号に掲げる作業に

引き続き５日以上従事した場合における当該作業

に係る警察職員の特殊勤務手当の額は、同号の規

定にかかわらず、同号の規定による額に840円00

（大規模な災害として人事委員会が認める災害に

係る作業に従事した場合にあっては、1,080円）

を加算した額とする。 

 

（災害応急作業等に従事する職員の特殊勤務手

当） 

第25条 略 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につ

き、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各

号に定める額（大規模な災害として人事委員会が

認める災害に係る作業に従事した場合にあって

は、1,080円）とする。 

(1)a前項第１号の作業 作業の種類に応じて次に

掲げる額 

ア 巡回監視 710円  
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附 則                                            
１ この規則は、公布の日から施行し、改正後の職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（以下「新規則」と

いう。）の規定は、令和８年４月１日から適用する。 
２ 新規則第７条及び第７条の２の規定を適用する場合においては、改正前の職員の特殊勤務手当の支給に関

する規則第７条及び第７条の２の規定に基づいて支給された警察職員の特殊勤務手当は、新規則第７条及び

第７条の２の規定による警察職員の特殊勤務手当の内払とみなす。 
 
 

イ 応急作業等 1,440円 

(2) 前項第２号の作業 1,440円 

(3) 前項第３号の作業 950円 

(4)a前項第４号の作業 1,440円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会が定める額 

３ 略 

イ 応急作業等 1,080円 

(2) 前項第２号の作業 1,080円 

(3) 前項第３号の作業 710円 

(4)a前項第４号の作業 1,080円を超えない範囲

内において、それぞれの作業に応じて人事委員

会が定める額 

３ 略 
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○栃木県企業局企業職員給与規程の一部改正 
 
栃木県公営企業管理規程第４号                                         
栃木県企業局企業職員給与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。               

  令和８年10月16日                                      
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県企業局企業職員給与規程の一部を改正する管理規程 

栃木県企業局企業職員給与規程（昭和31年栃木県電気事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。 
 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。      

   附 則                                            
１ この管理規程は、公布の日から施行し、改正後の栃木県企業局企業職員給与規程（以下「新規程」とい

う。）の規定は、令和８年４月１日から適用する。 
２ 新規程別表第４の規定を適用する場合においては、改正前の栃木県企業局企業職員給与規程別表第４の規

定に基づいて支給された危険手当は、新規程別表第４の規定による危険手当の内払とみなす。 
（経営企画課）  

   

改   正   後 改   正   前 

別表第４（第４条関係） 

種 類 
支給を受ける

者の範囲 
手 当 の 額 

略 
危険手当 略 略 

異常な自然現

象等により重

大な災害が発

生し、若しく

は発生するお

それのある箇

所又はその周

辺において作

業に従事した

職員 

１日  2,880円以内 

注 略 

別表第４（第４条関係） 

種 類 
支給を受ける

者の範囲 
手 当 の 額 

略 
危険手当 略 略 

異常な自然現

象等により重

大な災害が発

生し、若しく

は発生するお

それのある箇

所又はその周

辺において作

業に従事した

職員 

１日  2,160円以内 

注 略 
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○栃木県企業局企業職員給与規程の一部改正 
 
栃木県公営企業管理規程第４号                                         
栃木県企業局企業職員給与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。               

  令和８年10月16日                                      
                              栃木県知事  福  田  富  一   
   栃木県企業局企業職員給与規程の一部を改正する管理規程 

栃木県企業局企業職員給与規程（昭和31年栃木県電気事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。 
 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。      

   附 則                                            
１ この管理規程は、公布の日から施行し、改正後の栃木県企業局企業職員給与規程（以下「新規程」とい

う。）の規定は、令和８年４月１日から適用する。 
２ 新規程別表第４の規定を適用する場合においては、改正前の栃木県企業局企業職員給与規程別表第４の規

定に基づいて支給された危険手当は、新規程別表第４の規定による危険手当の内払とみなす。 
（経営企画課）  

   

改   正   後 改   正   前 

別表第４（第４条関係） 

種 類 
支給を受ける

者の範囲 
手 当 の 額 

略 
危険手当 略 略 

異常な自然現

象等により重

大な災害が発

生し、若しく

は発生するお

それのある箇

所又はその周

辺において作

業に従事した

職員 

１日  2,880円以内 

注 略 

別表第４（第４条関係） 

種 類 
支給を受ける

者の範囲 
手 当 の 額 

略 
危険手当 略 略 

異常な自然現

象等により重

大な災害が発

生し、若しく

は発生するお

それのある箇

所又はその周

辺において作

業に従事した

職員 

１日  2,160円以内 

注 略 


